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「情報の通常化」の時代に向けて

～「支援 」のための組織 から,「推進」の ための組織再編 へ～

2003年 度情報科学センター年報

2004年8月24日

情報科学セ ンター所長 阪井 和 男
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かって,大 学の情報化についての夢を,大 風 呂敷を思いつき り

広 げて語 り合 ったことがある。総 合情報システム協議会 に設置

された情報化将来構想委員会 での ことである。安蔵 伸治 ・政治

経済学部教授 を座長 とす る12名 の委員で構成 され,1995年11

月か ら1996年4月 まで9回 にわたった検討を踏まえ,よ うや く

1997年3月 に 「情報化将来構 想委員会報告書」(通 称オ レンジ

ブ ック)と して100ペ ージほどの冊子にま とめ られた。 リバテ

ィタワーの情報コ ミュニケー ション環境 の構築 も,こ の報告書

の趣 旨に沿って進 められたものである。

最近,こ の報告書で挙げ られた項 目について,そ の実現率 を評価 してみた ところ,す で

に実現済みであったものが約50%,す でに手がけているものまで含 めると約80%に も及ん

でい るとの結果が出た。わずか7年 の間に,当 時は夢に しか過ぎなかったものが,す でに

実現 してい るか,あ と少 しで実現で きる とこまで来ているの である。それでは残 りの20%

はいったい何だったか とい うと,大 部分 が組織 に関す ることであった。 この ことか らも,

大学の情報化 を推進す るた めに,も はや組織再編は避けて通れないのである。

情報科 学センターが誕生 してか ら 〕6年 間が経過 した。1988年 に始まった情報科学セン

ターの歴 史は,学 部共通 の情報基礎教育 とともにあった といえる。明治大学の情報教育は,

パ ソコン操作や ソフ トウェア操作な どのいわゆるコンピュー タ リテラシー教育か ら脱却 し

て,大 学にふさわ しい情報基礎教育 とは何かを徹底的に考 え抜いた末 に立案 され た先進 的

なものであった。1994年 に実施 されたこの斬新的なカ リキュラムは,学 部 の一斉カ リキュ

ラム改革に一年先行する形で実施 され,学 部共通科 目と して各学部のカ リキュラムの中に

取 り入れ られ,明 治大学の情報基礎教 育に貢献 した。 このカ リキュラム立案 の趣 旨は,私

立大学情報教育協会による新 しいカ リキュラム提案 にも反 映 され,全 国の大学 における情

報教育 を先導す る役割を果た したのである。

このカ リキュラムの先進性は,十 年後 の現在 でも失われ ていない。 高校にお ける新学習

指導要領の導入に伴 う情報教育の必修化後,は じめて情報科 目履修生徒が入学する2006年

度以降の大学教育における対応,い わゆる2006年 問題に対 しても,十 分 に対応できるびく
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ともしないものである。したがって,明 治大学の情報教育には2006年 問題は存在 しないと

いってよい。そして,こ のような教育環境のインフラス トラクチャとしての情報基礎教育

が,特 色ある大学教育支援プログラムへの選定 とい う結果につながっているのである。

情報基礎教育については,本 年度,情 報科学センターの一時代を画する出来事があった。

センター規程に盛 り込まれている情報基礎教育の運用が,教 務部のもとに設置された情報

基礎教育運営委員会に移行 されたのである。 これまで情報基礎教育の実施主体として努力

を重ねてきた情報科学センターのあ り方そのものを,根 本的に見直すべきときに来ている。

そこで現在,情 報科学セ ンターの教育支援機能 についても教務部のもとにお くべ く教学系

の組織再編を策定中である。 これは,各 学部や大学院等 による情報利活用教育へのスムー

ズな対応を目指 したものである。

これまでの情報科学センター組織は,学 長のもとに設置 された付属機 関として,あ る程

度独立性を保持 しっっ,情 報に関わる教 育 ・研究 とその支援を 目的 としてきた。考えてみ

れば,「 支援」とい うのは,助 けが必要になった ときに提供するものであって,一 時的なサ

ービスのことをいう。 このため,「 支援」のあり方を真剣に議論すればするほど 「代行」問

題 に突き当たる。代行はするべきなのか,あ るいは,ど こまで代行す るべきか。そ もそ も

代行すべきではなく解決方法を教 えるべきである … な どなど。 「支援」を目的 と定めた

とたんに,「 支援」を提供す る側のスタンスが相手か ら距離を置いたものになって しまうの

である。 これが 「支援」の限界を如実に示 している。現在,明 治大学にもっ とも求め られ

ているのは,・'時 的な 「支援」ではな くて,恒 常的に情報利活用 を 「推進」することであ

ろう。

近年,教 育現場か らの情報利活用に対する欲求は強烈である。た とえば,文 部科学者の

各種助成金の申請調書にも,教 育用あるいは学習用の情報システムの導入が 目玉 として頻

繁に調われている。 しかも,情 報科学センター との予備調整がまったくないままに計画 さ

れ提出 されているのである。本来,導 入そのものではなく運用を 目的としているか らには,

実際の運用プロセスが導入 目的に合 うか どうかの検証が欠かせない。実際の ところは,予

備調整 している時間的な余裕がないほどに,調 書作成が急がれているとい うのが実態であ

ろ う。 このことからしても,も はや教学 との距離を保 ちっっ 「支援」するとい うこれまで

のスタンスでは対応 できないことは明らかである。教学 と手を携えて一緒に 「推進」す る

体制を創 り上げなくてはならない。 このためには,セ ンター組織の教育機能を教務部のも

とに移行 させ るしかない。

情報利活用への欲求がこれ ほどまでに強くなったのはなぜだろう。いったい何が起 こっ

ているのだろ うか。

これ らの動きの底に 「情報の通常化]へ の流れがあると私は考えている。そもそも一"部

の研究者のためのものか ら始まったインターネッ トは,1990年 代の商用化 とパ ソコンの低

価格化 を経て,1999年 の携帯電話(iモ ー ド)に よるウェブペーージ閲覧 と電子 メール機能

の実現により,パ ソコン利用者の枠を超 えて一気 に生活 レベルで活用されるようになった。
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このような情報環境の激変は,教 育 ・研 究にも大きな影響を及ぼしている。Oh'o!Meijiを

は じめとして,教 育 ・研究の方法論その ものが変わりつっあるのである。これは 「情報の

通常化」へのプロセスにほかならない。

情報科学センターの組織は,「情報の通常化」が起 こる前の状態,つ ま り,ま だ教育 ・研

究にどこまで役 に立つかよく分からないけれ ど,と にか く重要みたいだ とい う時代に対応

して,他 の組織 に引きず られることなく先進的な試みを推進できるように設置されたもの

である。ある程度の自律性を持って,大 学の情報化 を推進す る試みを保障する代わ りに,

他の組織に対 して 「支援jと い う言い訳が用意 され ていた ようにさえ見える。 もはや 「支

援」の中味を議論すべきときではない。教育現場の中に入 り込んで、情報利活用のための

教育を一緒に創 り上げていく必要がある。すなわち,「 情報の通常化」の時代 には,「 支援」

だけではなく 「推進」するための体制を構築しなくてはな らないのである。


